
東京大学大学院経済学研究科入学者のために 

 

Ⅰ 大学院担当窓口について （経済学研究科棟５階） 

大学院担当窓口では、大学院経済学研究科における学生生活上の各種手続きをはじめ、

学生相談なども行っています。問い合わせや連絡事項がある場合は、原則として電話・メール

ではなく直接窓口に来てください。（必ず学生証を持参すること） 窓口業務を行っている時間帯

については、本研究科ウェブサイト「学生向け情報」の「窓口業務案内」に従ってください。

（https://www.student.e.u-tokyo.ac.jp/index_annnai.html） 

 

Ⅱ 各種連絡・掲示について 

大学院学生への通知・連絡（学生の呼出しを含む）は、原則として UTAS掲示板で周知します。

ただし、定期試験日程や修士論文・博士論文提出手続のように東京大学経済学研究科ウェ

ブサイト（https://www.e.u-tokyo.ac.jp/index.html）に掲載するものもあります。 

UTAS 掲示板や研究科ウェブサイトには、重要な連絡事項等が数多く掲示されており、

UTAS 掲示版や研究科ウェブサイトを見なかったために本人に不利益が生じる場合もあり

ますので、必ず定期的にそれらをチェックしてください。 

★事務部から学生を呼び出す際には、UTAS に登録されているメールアドレス・携帯電

話番号を使用します。UTAS に登録されている学生連絡先等は常に最新のものが登録

されているようにしてください。 

【UTAS の更新方法】UTAS にログイン →「学生情報」→「現住所等変更入力」 

 

Ⅲ 各種証明書の交付について 

東京大学経済学研究科ウェブサイトの「在学生」＞「Student Life」＞「証明書:大学院」

（https://www.student.e.u-tokyo.ac.jp/grad/shomeisho.html）を参照してください。 

 

Ⅳ 各種届出について 

次の事由が生じた場合は、速やかに大学院担当まで届け出て下さい。各種様式は大学院

担当にあります。特に、④～⑧に関する届出については、届出事由の発生する最低一月前ま

でには申し出てください。一月前までに申し出ない場合、本人の意に反し授業料を支払う義

務が生じるなど、本人に不利益が生じる場合もありますので、十分注意してください。 

 

① 住所・連絡先変更：住所変更届を提出のうえ、UTASの学生情報を更新すること。 

【UTASの更新方法】UTASにログイン →「学生情報」→「現住所等変更入力」 

② 改姓名：改姓名届および改姓したことがわかる証明書を提出すること。 

③ 学生証紛失：→東京大学ユーティリティカード管理室（0120－240－751）へ電話連絡

のうえ、学生証再交付願を提出すること。また、紛失した学生証の不正使用を防止する

意味で、念のため最寄りの警察に届け出ること。 

https://www.student.e.u-tokyo.ac.jp/index_annnai.html
https://www.e.u-tokyo.ac.jp/index.html
https://www.student.e.u-tokyo.ac.jp/grad/shomeisho.html


④ 休学：休学願および必要な添付書類（休学理由による）を提出すること。 

休学理由により理由を証明する書類が必要になる場合があるので、必ず事前に大学院担

当に指示をうけること。また、休学期間を延長する場合も同様の手続きを行うこと。本

人からの申し出なしに自動的に休学期間を更新することはない。 

⑤ 留学：大学院担当に指示をうけること。 

⑥ 退学：退学願を提出すること。 

注意：休学期間が満了して復学の意思表示がない場合などに、本人からの申し出なしに自動

的に退学扱いになるということはないので、退学する場合は必ず退学願を提出すること。提出

しない場合、本人の意に反し授業料支払いの義務が生じることがある。 

⑦ 復学：復学願を提出すること。 

予定通りの復学であっても休学期間が満了する際には必ず提出すること。 

⑧ 在学期間延長：標準修業年限（修士２年・博士３年：休学期間は含まない）を越えて在

学する場合は必ず在学期間延長届を提出すること。 

⑨ 海外渡航：一時帰国/出国届（留学生の場合）もしくは旅行届を提出すること。 

★海外に渡航する場合は、必ずどちらかの届を提出すること。 

 

Ⅴ 履修登録について 

履修登録は UTAS（WEB）上で入力する。具体的な方法については、「履修登録に関する

諸注意」を参照すること。なお、「論文指導」「特殊研究」等の一部の科目の履修については、

WEB 入力以外に別途様式を提出する必要がある。掲示等に注意の上、登録漏れのないように

注意すること。不明な点については、大学院担当に問い合わせること。 

 

Ⅵ 授業料について 

  前期授業料の引き落とし：５月下旬 

前期授業料の額 修士 267,900 円 

        博士 260,400 円 

 

Ⅶ その他 

その他、大学院経済学研究科における学生生活に関して不明な点は、大学院担当に問い合

わせること。 

〒113-0033 東京都文京区本郷７－３－１ 

東京大学大学院経済学研究科教務チーム大学院担当 

電話：03－5841－5555 



令和 7 年４月 1 日 

April 1st, 2025 

令和 7 年４月入学者の保護者の皆様へ 

Dear guardians of April 2025 enrollees 

 

東京大学大学院経済学研究科 

研究科長 

Dean at Graduate School of Economics, the University of Tokyo 

 

 

保護者の連絡先メールアドレスのご登録について（依頼） 

(Request) Registration of email address of the guardian 

 

 

 この度は、ご入学おめでとうございます。 

本研究科には、在籍されているお子様に関することで保護者の方からご相談いただくこと

ができる窓口があり、相談窓口のご案内や活動報告等をメールにてご連絡させていただき

ますので、以下より保護者の連絡先メールアドレスをご登録いただけますようご協力をお

願いいたします。 

Congratulations on your child’s admission to the Graduate School of Economics, UTokyo. 

The Graduate School has a window where parents can consult about enrolled children with.  

We would like to send you information such as consultation desks and its activity reports by 

emails.  For that purpose, you are kindly asked to register your email address by accessing 

the Forms address given in below. 

 

 

＜保護者の連絡先メールアドレスご登録方法／How to register＞ 

以下の Forms にアクセスしていただき、メールアドレスをご登録下さい。 

Please access the following and register your e-mail address. 

Forms URL: 

https://forms.office.com/r/tcEksMw87D 

 

【注意事項】Note 

・学生の学籍番号（29 より始まる 8 桁の番号）を入力いただく必要がありますので、

事前にお子様にご確認下さい。 

・添付資料等（PDF 等）を送付させていただくことがございますので、受け取ること

が可能なメールアドレスをご登録下さい。 

・学生１人につき、登録できる保護者のメールアドレスは１つまでとなります。 

https://forms.office.com/r/tcEksMw87D


・保護者あてメールは、主に日本語での配信となります。恐れ入りますが、翻訳ソフト

等をご利用くだされば幸いです。 

・You will need to enter the student's ID number (8-digit number starting from 29), so 

please check with your child in advance.  

・ We may send you attached materials (PDF, etc.), so please register an email address 

which can receive such materials.  

・Only one email address of the guardian for each student can be registered. 

・Information will be provided mainly in Japanese.  You are kindly asked to translate 

them by yourself using translation software or so. 

 

 

保護者の連絡先メールアドレスを変更・修正される場合は、お手数ですが、お子様を通じて、

大学院担当までお知らせ下さい。 

Please contact the Graduate Office through your child when you need to change the registered 

email address. 

 

個人情報につきましては、関連法令・規則を遵守するとともに、適正な管理・利用に務めま

す。なお、保護者より、学生の個人情報に関してお問い合わせいただいても原則、回答でき

ませんので、ご了承をお願いいたします。  

We will comply with relevant laws and regulations to manage and use personal information 

appropriately. Please note that the Office will not be able to respond to inquiries regarding 

students' personal information asked to release by guardians. 

 

 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

東京大学大学院経済学研究科 

教務チーム大学院担当 

  TEL ：03－5841－5555 

  Email：daigakuin.e@gs.mail.u-tokyo.ac.jp 



== 住所、電話番号、メールアドレスの確認・更新について == 

 

 

 

入学・進学時に提出された情報に基づき、ＵＴＡＳに連絡先等の情報を登録

しています。必ず各自でＵＴＡＳへログインして住所・電話番号（自宅・携

帯）・メールアドレス等を確認してください。情報に不足・修正がある場合

は、以下の手順で更新をお願いします。 

 

◆ ＵＴＡＳに登録された住所・電話番号・メールアドレス等の 

確認・更新方法： 

ＵＴＡＳにログイン →「学生情報」→「現住所等変更入力」 

→ 情報更新し変更項目にチェックを入れて「確認」をクリック 

→間違いがないか確認し「登録」をクリック 

 

・大学として、緊急時の安否確認や情報提供を行う体制を充実させるため、 

ご協力をお願いします。 

 

・個人情報の取り扱いについては、本学の情報倫理ガイドラインに基づき、 

適正に管理しております。 

 

 

 

                       

本件問合せ先 

                      東京大学大学院経済学研究科大学院担当 

                      電話 ０３－５８４１－５５５５ 



東京大学大学院経済学研究科における研究不正防止措置について 

 

（平成２７年３月４日 教授会承認） 

（平成２８年２月３日  一部改正） 

 

 

 東京大学大学院経済学研究科（以下「研究科」という。）は、「東京大学の科学研究における行

動規範」に基づき、研究科に所属するすべての研究者が、科学者コミュニティの一員として研究

活動について透明性と説明性を自律的に保証するため、下記の措置をとる。 

 

I  研究倫理教育の徹底 

１ 学部生、大学院生に対し、その教育課程の性質に応じ、各々のガイダンスにおいて研究不正

の防止と研究倫理の遵守に関する教育を行う。 

 

２ 各教員は、研究倫理の確立が専門教育の土台であることを自覚し、普段の授業においても、

研究及び研究成果の発表に関するルールの遵守を徹底するよう指導することに努める。レポ

ート等に盗用等の研究不正に該当する行為が発見された場合は、厳正に対処するものとする。 

 

３ 全学及び研究科の定めるところに基づき、博士学位論文について盗用検知ソフトウェアによ

る調査を行う。 

 

４ 特任教員を含む新任教員に対して研究倫理に関するガイダンスを行うほか、全教員に対し、

研究倫理担当者により定期的に研究倫理の遵守について注意を喚起する。 

 

 

II  研究データの保存・開示 

 発表された研究成果について科学コミュニティが適切な吟味・批判を行うことができるよう、

次の要領により、研究に使用した資料及びデータを保存・開示する。 

１ 研究科に所属する研究者（大学院生を含む。以下同じ。）は、発表した研究成果について、使

用した資料、データ及びコンピュータプログラムを最低１０年間保存しなければならない。

その際、分析結果が再現可能なように、使用した資料、データ及びコンピュータプログラム

に関して明瞭な説明を付ける必要がある。 

 

２ 資料、データ及びコンピュータプログラムの保存の形式は、その種類に応じて下記の通りと

する。 

（１）調査等の結果である経験的なデータについては、生データ又はそのデジタル化されたもの。

生データが余りに大量であって保管スペースがない場合は、その内容を記録したものでもよ

い。 

（２）文献については、発表した研究成果の根拠として使用した文献の目録。研究成果自体に出

典である文献に関する詳しい注が付されている場合は、それをもって替えることができる。 

（３）画像、音声、動画データについては、オリジナル又はデジタル化されたもの。 

（４）データが外部サーバに保管されており、閲覧時にダウンロードしていない場合は、当該サ

ーバの URLと閲覧した日時。 

 

３ 資料及びデータの開示の方法は、下記の通りとする。 

（１）資料又はデータが図書館、アーカイブ等外部の機関やサーバ等に保管されているものであ

る場合において、研究成果の検証の目的で他の研究者から開示を求められたときは、すみや

かにその所在を明らかにできるようにしておかなければならない。 

（２）研究者個人が保有している資料又はデータについては、その資料又はデータを用いた研究

が継続中である場合、研究に支障を来たす場合、第三者に迷惑がかかるおそれがある場合そ

の他の特段の事情がある場合を除き、研究成果の検証の目的で他の研究者から開示を求めら
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れたときは、それを公開するものとする。また、研究不正の疑いが生じたために東京大学又

は他の機関の調査委員会から求められたときは、すみやかにそれを提出することができるよ

うにしなければならない。 

 

４ 研究倫理担当者は、研究科所属の研究者に対し、定期的に上記の資料及びデータ保存の手続

の遵守について注意を喚起し、また、必要と認める場合には、資料及びデータの所在に関す

る情報の提供又は研究者が保管している資料若しくはデータの提出を求めることができる。 



受取り時にまず行うこと1.

携帯時の注意事項２.

要保管
東京大学ユーティリティカード管理室

ICカード学生証の取扱いについて

在籍中は、本資料を大切に保管して下さい。

※本資料には、ICカード学生証（以下、「学生証」という）の利用にあたり重要な内容が記載されています。

学生証の紛失・盗難時などの連絡先３.

紛失、盗難、破損、改姓等の理由で学生証の再発行を希望する場合、ご本人が所属の学部・研究科等の教務担当窓口にて再発行手続きを行っ
ていただく必要があります。再交付事由が紛失・盗難及びカード破損の場合は、再交付手数料が有料となります。

学生証の紛失・盗難に気づいた時は速やかに右記まで電話連絡

してください。

注意：右記の電話番号は東京大学の代表電話番号ではありません。

その他の問合せはご遠慮願います。

東京大学ユーティリティカード管理室
（受付時間：年末年始を除く毎日 9:00～18:00）

０１２０-２４０-７５１（電話受付のみ）

ICカード学生証で出来ること

②カードを曲げないでください。特にズボンの後ろポケット等、無理な力がかかる可能性がある
場所に入れて持ち歩くことは避けてください。カードを、リーダーライタにかざす際には、押し曲げ
ないでください。

①学生証には、精密な電子部品（ICチップ）が搭載されていますので、汚したり、傷つけたりせず
大切に取り扱ってください。またカードを水に濡らさないでください。

学生証表面（顔写真印刷面）の右下部にある18桁の番号（右写真参照）を下欄に控えてください。
本番号は学生証紛失時や再発行時に必要となります。

0 0 0 0 0 0

学生証再発行窓口４.

各学部建物への入退館・入退室
図書館での本の貸出
入館カードとして

学部により
異なります

文科一類

ICチップ

自動証明書発行機による証明書の発行

在学証明書等、
学割証



令和 7 年４月１日 

April 1, 2025 

 

学 生 各 位 

To all students 

 

                                                       経済学研究科等事務部 

Graduate School of Economics 

 Administration Office 

 

安否確認サービスの利用について 

Operation of Safety confirmation system 

 

 東京大学では、一部の部局を除き、安否確認サービスを導入しております。本サービスは、

大規模地震等の災害が発生した際に、安否確認メールを送信し、大学構成員の安否状況を迅

速に確認するものとなります。 

 つきましては、本サービスの利用にあたり必要な設定等のご対応をお願いいたします。 
 

 The University of Tokyo, except for some departments, has introduced a safety confirmation 

service. This service sends a confirmation email when a large-scale earthquake or other 

disaster occurs, and promptly checks the safety status of university members. 

You are requested to, please make the necessary settings for using this service. 

 

１．安否確認サービスの概要 

 居住地または所属部局が所在する都道府県で、震度５弱以上の地震が発生した際に、安否

確認メールを自動送信いたします。また、その他の災害時にもメールが送信されることがご

ざいますので、メールが届いた際は速やかにご回答ください。 
 

1. Overview of safety confirmation service 

When an earthquake with a seismic intensity of less than 5 occurs in your place of residence 

or in the prefecture where your department is located, a safety confirmation email will be sent 

automatically. Emails may also be sent during other disasters. Please respond to such emails  

as soon as you receive them.  

 

２．学務システム（UTAS）への情報登録について 

 別添「安否確認サービス」を参照し、必要情報を登録・更新してください。 
 

2. Registration of information to the academic affairs system UTAS 

Please register and update the necessary information with reference to the attached "Safety 

Confirmation ".  



安否確認サービス

◆ 安否確認サービスとは
大きな地震（震度５強以上）が発生し
た時、津波が発生した時に、大学が、
皆さんの安否を確認するために利用し
ているサービスです。
メールやアプリを
利用して回答が
できます。

◆ いつ使われるの？
学務情報システム（UTAS）に登録し
た居住地または所属キャンパスの所在
地（以下、登録地域）で震度５強以上
の地震が発生した場合は
必ずメールやアプリで安否が確
認されます。

登録地域以外で震度５強以上
の地震が発生した場合
は、所属部局の判断で
安否確認が発信される
場合があります。

安否確認メールを
受け取るために

学務情報システム（UTAS）の
情報を最新に保つ
学生情報 現住所等変更入力 から
現住所・メールアドレスが更新できます。

郵便番号に誤りがある場合、現住所と異
なる地域での地震で安否確認が送られま
す。必ず郵便番号も更新してください。

住所・メールアドレスを登録するだけ!

アプリから回答したい場合は･･･

①アプリをダウンロード
iOS Android

CAUTION!!

回答方法は 種類！！3
送られてきたメールのURLをクリックし、
Webサイトから回答

①

②

③

安否確認サービスのアプリから回答
※事前準備が必要です！！

届いたメールに、回答の番号を返信
※転送されたメールからの返信は無効

②パスワードの初期化手続き

③アプリで初期設定をする

（１）左のQRコードからアクセス
（２）利用者情報登録・修正ログイン
（３）「パスワードを忘れた方はこ

ちら」をクリック
（４）共通IDを入力し、送信
（５）UTASに登録済みのメールアド

レスに届いたメールから、初期
化用URLにアクセスしてパスワ
ードを更新

・サイト識別情報
（入力）Ems8/tky11/ut-safety

or
（QRコードで入力）

・共通ID／パスワード
パスワードは②で設定した
ものを入力

・回答時の位置情報について
「送信する」にチェック

・「設定」をクリック

※入学時は、大学に提出した
連絡先が登録されています。

東京大学の災害時の対応や、
情報発信については
東大HPをご覧ください。
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はじめに 

 

近年においては、調査研究をおこなう上での倫理性

が強く求められるようになっている。経済学研究科に

おいても、倫理性を強く意識した研究態度が求められ

ている。本ガイドラインは、論文作成に当たり、最低

限気をつけなければならないことを記載し、論文作成

の指針としてもらうために作成したものである。 

 

本ガイドラインは以下の 2 部からなる。第 1 部は、

論文作成に当たり、経済学研究科全体にわたる注意点

を述べたものである。第 2 部は、経済学研究科の研究

も幅広いアプローチがとられているので、各分野に特

有の問題についての注意点を述べたものである。 

 

本ガイドラインに従って、実りある研究論文を作成

されることを期待する。 

 

2011 年 4 月 

東京大学大学院経済学研究科 
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第 1 部 全般的な注意点 

 

剽窃（Plagiarism）を避ける 

 

学術論文を発表する場合には、先行研究をきちんと

参照し、それと明確にことなる自分自身のオリジナリ

ティを示すことが必要である。オリジナリティがどれ

ほどのものかによって、学術論文の評価が定まる。そ

のため、論文のどの部分がオリジナルな貢献であり、

どの部分が先行研究の紹介であるかを、はっきり分か

るように論文を書くことが重要である。 

 

他の研究者がすでにおこなっていることを自分のも

のとして発表することは、剽窃に当たる可能性があり、

処罰の対象となることもある。意図的におこなうこと

はもちろん問題外であるが、意図しないで剽窃として

疑われることがないように、細心の注意を払わねばな

らない。とくに英語で論文を発表する場合は、ネイテ

ィブ言語でおこなう場合よりも、より細心の注意が必

要である。 

 

剽窃にあたるとされるのは、以下のような場合であ

る。 

（１）先行業績のある部分を引用のスタイルをとるこ

となく（すなわち出典を明示せず自分の考えと
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して）、述べる場合。これは改めて説明するまで

もなく、意図的な剽窃とされかねない。 

（２）先行業績の出典を明示してあっても、引用元の

文章に非常に近い表現を、引用符を付けずに本

文中に載せる場合。引用符に入っていない地の

文章は論文の作者のオリジナルな貢献とみなさ

れるので、単に単語を多少入れ替えて表現を若

干入れ替えただけの他人の文章を、引用符を付

けずに述べることは、（たとえ出典を明記して先

行業績の紹介であると断っていても）剽窃に当

たると判断されることがある。 

（３）先行業績の図、表、データ、統計分析、定理・

命題などを、出所を明示せずに引用する場合。 

 

（２）のような剽窃の疑いを避けるためには、以下の

いずれかの方法をとるのがよい。 

①出典を明記し引用符を使って、先行業績の表現

の引用と分かる形で引用する。とくに重要な用

語が先行業績によって独自に提起された概念で

ある場合は、引用符に入れることが奨励される。

重要な用語を引用符にいれないと、その用語を

自らが独自に生み出したと主張しているという

誤解を与えかねない。ただし重要な用語でも、

学会の共通の財産となっているようなものは、

いちいち引用符に入れる必要はない。 

②先行業績の紹介を引用符を付けずに行う場合は、
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出典を明記したうえで、自分なりにパラフレー

ズした完全に別の文章になるように、表現を根

本的に変える。 

 

重要なことは、先行業績のメリットを正当に評価し、

それを学会への貢献として敬意を払うという姿勢であ

る。これを欠いている場合は、先行業績を引用してあ

っても、不適切な引用であるとして、トラブルになり

かねない。またこうした意図しないトラブルを避ける

ために、関連文献のリストを整理しておくことが求め

られる。 

 

この点につき、簡潔に述べてあるものとして、 

Drew University Theological School, “Academic 

Integrity.” （そのうち特に How to Avoid Unintentional 

Plagiarism） 

(http://catalog.drew.edu/content.php?catoid=28&navoid=1

317)が参考になる。 
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第 2 部 各分野に特有の注意点 

 

 

Ａ．統計・計量分析を使った論文を作成する際の注意

点 

 

１．使ったデータの出所を論文に明記すること。公開

データ・購入したデータの場合は出所・購入元を、ま

た自ら収集したデータについては収集方法を明記する

こと。 

 

２．個人情報の保護：個人情報が特定できるようなデ

ータを用いた場合、発表論文では、匿名を用いるなど

個人情報が特定できない形でデータを表示する必要が

ある。また、個人情報を含むデータの管理は厳重に行

う。 

 

＊１、２に関する論文での具体的な表記法については、

American Economic Review 等、国際的に評価の高い雑

誌に掲載された最近の論文を参考にすると良い。 

 

３．自らが行った統計的・計量経済学的分析が第３者

によって再現可能なことが、確認できるような措置を

取る必要がある。学術雑誌によっては、使用したデー

タおよび統計のプログラムを、論文とともに提出する
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ことを義務付けているところもある。そうでない場合

においても、要求があればいつでもデータとプログラ

ムを第３者に公開できるようにしておく必要がある。

（ただし、個人情報を含むデータや、第３者への公開

が制限されているデータについては、個人情報が特定

できない形で公開するか、あるいは公開が制限されて

いることを第３者に説明できるようにしておく必要が

ある。） 

 

４．倫理的配慮等を必要とするデータを収集する場合

には、東大のライフサイエンス研究倫理支援室で倫理

審査を受ける必要がある。(事項Ｂで詳細を説明する。) 

 

 

Ｂ．経済実験を使った論文を作成する際の注意点 

 

経済実験の計画や実施手続きに関しては、いくつか

の解説書が出版されているので、そちらを参照された

い（例えば D. Friedman and A. Cassar, Economics Lab, 

Routledge, 2004）。 

また、実験を使った論文の書き方については、

Econometrica 誌のガイドライン 

https://www.econometricsociety.org/publications/economet

rica/information-authors#Experimental 

が参考になる。 
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人間を対象とした実験・調査を行う際には、場合に

よっては東京大学本部・ライフサイエンス研究倫理支

援室・倫理審査専門委員会の審査を受ける必要がある。

倫理審査の申請は、全ての場合に必ず行わなければな

らない義務ではないが、研究者は自らの責任で必要性

を適切に判断して、必要なケースにおいては必ず申請

を行う必要がある。経済実験の多くは被験者に心理

的・身体的・経済的危害を与える恐れがないため、通

常のケースでは申請の必要はないものが多いと考えら

れる。ただし、以下の項目に該当する場合は申請が必

要になる。 

・法令等が倫理審査の対象と定めたケース（臨床研究

指針・ヒトゲノム遺伝子解析指針等) 

・倫理的配慮を必要とするアンケート調査やインタビ

ュー調査 

・被験者に対して安全上の配慮を必要とする研究 

・特定の社会的弱者が不利益を被る恐れがある情報や

データを解析し保管する研究 

・研究への参加にインフォームド・コンセントを行っ

ている研究 

・学術雑誌等から倫理審査が求められる研究等 

判断に迷った場合には、本部・ライフサイエンス研

究倫理支援室<lifescience.adm@gs.mail.u-tokyo.ac.

jp> に相談すること。 
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Ｃ．インタビュー記録を使った論文を作成する際の注

意点 

 

実際に現場に出ていって、当事者にインタビューを

おこなうことも多い。このような場合には、以下の注

意が必要である。 

（１）相手の明確な同意を事前に得ること。 

（２）インタビューの目的をきちんと説明しておくこ

と。 

（３）インタビューの際に録音する場合は、明確に同

意を得ておくこと。 

（４）発表の形態について、明確に同意を得ておくこ

と。インタビュー全体を公表できるのか、発言の

引用の形態をとれるのかなども合意を得ておく。 

（５）インタビューイーの名前、役職、インタビュー

日時、場所を明確にしておくこと。そしてこれら

をどこまで論文に明示できるのかも合意を得てお

くこと（名前を出せるのか、イニシャルにとどめ

るのか、勤務先を明示できるのか、など）。インタ

ビューそのものを論文で公表できない場合でも、

必要があれば、必要な範囲で証拠として提示でき

るようにしておく必要がある。 

（６）論文を発表する場合に、相手の校閲を受ける必

要があるのかについても合意しておく。 

 

これらが破られた場合、自分のみならず、後から続
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く研究者にも悪影響があること（インタビューを拒絶

される）を心得ておく必要がある。 

 

ただしインタビューで語られたことが客観的な事実

である保証はなく、その利用については、細心の注意

が必要である。 

 

工場などでの見学の記録を用いる場合もほぼ同様で

あるが、守秘義務の約束をして特別のデータを得たり、

特別な観察をおこなったりした場合は、もちろんそれ

を遵守する。また写真撮影には細心の注意を払うこと

（撮影を禁止されているところで撮影しないことはも

ちろん、危ないと思った場合は、事前に許可をとるこ

と）。 

 

これらについては、以下の文献が参考になる。 

藤本隆宏ほか『リサーチ・マインド 経営学研究法』 

有斐閣、2005。 

小池和男『聞きとりの作法』東洋経済新報社、2000。 

小池和男・洞口治夫編『経営学のフィールド・リサー 

チ』日本経済新聞社、2006。 

 

Ｄ．歴史的な資料を使った論文を作成する際の注意点 

 

１．資料館などで公開されている資料を利用する場合

は、資料館名、資料名、資料番号などを明記し、後続
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の研究者があとから参照できるようにしておく。資料

館に寄託資料となっていて、発表の際に、寄託者に草

稿を事前にみせて、同意を得ることが条件となってい

る資料を用いる場合は、その条件を遵守せねばならな

い。 

 

２．資料館にあるデータで計量的な処理をおこなう場

合は、Ａ．統計・計量分析を使った論文を作成する際

の注意点を参照のこと。 

 

３．特別に許可を得て、資料の閲覧を個人や企業から

許された場合は、どこまで資料を公開できるのか（そ

の企業・個人が所蔵していることを含めて）、個人情報

にかかわることをどこまで公開できるのか、などにつ

いて、事前に合意をとり、その条件を遵守すること。

ただし、どこの誰の資料かも明示できない資料で、明

らかにされた事実が、広く受け入れられるかどうかは

別の問題である。 

 

これらについては、次の文献が参考になる。 

石井寛治・原朗・武田晴人編『日本経済史 ６ 日本 

経済史研究入門』東京大学出版会、2010。 
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